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１ 本県の看護人材を取り巻く状況

(1) 県内の就業者数および離職率の推移

○ 直近10年間における本県の看護職員就業者数は多くの就業場所で増加しており、訪問看護事業所における増加率の上昇が顕著である。

○ 復職者支援の実施等により復職者数は概ね横ばいで推移している。離職率については、概ね全国平均を下回っている。

(２) 県内看護人材の養成

○ 県内の高等学校を卒業し、県外の大学へ進学する学生は、平成２６年度と

比較して２割以上増加している。

○ 大学志向の高まりにより、県内の専門学校への進学者が減少傾向にある。

○ 令和７年度における県内養成所全体の定員は６９０人であるのに対して、

１５１人の定員割れが生じており、学校経営に深刻な影響を与えている。

○ 県内の専門学校と比較して、県内の大学は県内出身者の割合が低く、

卒業生の県内就業率も低い。

(３) 将来推計と今後の方針

○ 滋賀県保健医療計画（R６年３月改訂）では、計画期間である

令和１１年度まで年間３００人増加を目標に掲げているが、足元の実績は

目標値を下回っている。

○ 令和４年度に、県が独自に将来の需給を推計したところ、

令和２２年（2040年）には３，３３８人～４，９９４人の看護職員が不足する見通し。

短期的方針（～R１１）

現行の県保健医療計画の目標である年間３００人増加
（R１１年度末時点での累計１９,５７８人）の実現に向けて、
まずは、R８～R11年度の４年間で看護人材の確保に向けた
対策をさらに強化する。
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中長期的方針（～R２９）

日本の高齢者数がピークとなる2040年にはさらなる看護
人材不足が見込まれることから、2040年に向けた需給推
計や、４年間の重点対策の効果等も踏まえて、追加の対策
を講じていく。
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増加率

(H26→R6)

病 院 10,141 10,090 10,474 10,600 10,430 10,558 4.1％

診療所 2,333 2,363 2,499 2,489 2,606 2,610 11.9％

訪問看護ステーション 503 612 697 801 913 926 84.1％

介護保険施設 1,599 1,842 1,888 1,930 1,911 1,889 １８.1％

保健所､社会福祉施設等 1,270 1,397 1,447 1,429 1,618 1,528 20.3％

計 15,846 16,304 17,023 17,249 17,478 17,511 10.5％

増 減 +1,066 +458 +719 +226 +229 +33 ―

県内の看護職員就業者数（推計）

※  出典：衛生行政報告例（隔年報）（厚生労働省）（※R6は県で一部補正）
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※ H26の新規就業者については、その他に分類されている。
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看護人材の確保・定着に向けた総合対策 (案）について

(３) 地域医療介護総合確保基金の効果的活用

○ 基金の積立原資は、国が2/3、県が1/3の負担割合であり、

他の国庫補助制度に比べて有利な制度となっている。

○ 令和７年度については、31億円を増額

（医療福祉拠点の人材養成機関に対する支援分含む）。

○ 今後も各種施策の充実のため当該基金の活用が有効であることから、必要額を

適切に国に要望し、基金残高の確保を図りながら安定的に事業を実施していく。

(４) 今後の看護人材の確保・定着にかかる施策

○ 専門学校の充足率や県内の就業率の状況などを注視し、取組内容の見直しや

追加施策を検討するとともに、中長期の対策としては、離職・復職支援策の

さらなる充実や在宅医療を支える訪問看護人材の確保策などもあわせて検討していく。

○ 民間の専門学校の厳しい状況を踏まえた今後の対策や、県立の専門学校

（総保専・看護専）の方向性など県全体の看護系専門学校のあり方を関係者とともに議論していく。

○ 専門学校や大学が抱える実習先確保の課題に対して、必要となる対策を検討していく。

○ 医療現場の勤務環境改善による業務の効率化や、タスクシフト・タスクシェアなど看護職の負担軽減に資する取組や潜在看護師の職場復帰支援を強化していく。

Ｒ ８（2026） Ｒ 11（2029） Ｒ22（2040）

看護人材の確保

医療福祉拠点

専門学校

新 規 ・ 拡 充 事 業 効 果 を 踏 ま え て 見 直 し ・ 継 続

新たな看護学部の開設準備 開設

あり方検討
（県 立 含む）

学生確保の取組への支援拡充

（県立）方向性を踏まえた対応

(２) 対策の全体像（１）関係者からの幅広い意見聴取と実効性ある対策の検討

看護人材不足等に係る現状・課題等の把握のため、養成機関や医療現場の関係者、

学生等から幅広く意見を聴取し、今後の対策の検討に反映

○ 看護職員等確保対策推進協議会

「看護人材確保のあり方」について議論するため、令和７年度、４回の会議を開催（予定）

２ 看護人材の確保・定着に向けた総合対策

新 規 養 成 定 着 促 進 復 職 支 援 偏 在 是 正

修学支援

・看護１日体験

・小中学生への看護の魅力ＰＲ

・看護学校進学説明会

・就職説明会、就業ガイダンス

・看護職員修学資金

・看護地域枠奨学金（３大学）

・地域枠学生のキャリア形成支援

・県立養成所授業料資金

・専門学校向け運営補助金

・専任教員、実習指導者講習会

看護職員向け

・病院等の新人看護研修への補助

・ナースセンターによる新人交流、

若手職員リフレッシュ研修

・精神サポートカウンセリング

・看護補助者研修会

・看護功績章、看護功労者知事表彰

学生支援

養成機関支援

看護の魅力発信

働きやすい勤務環境づくり

・病院内保育所運営費補助

・病院勤務環境改善支援事業補助

・ワークライフバランス推進研修

復職支援

領域別偏在の是正

地域別偏在の是正

・在宅医療関係機関、介護施設の看
護職向け研修

・プラチナナースの活躍促進
（職場体験会、合同就職説明会、
施設管理者向け研修）

・訪問看護ステーション機能強化

＜ナースセンター＞

・無料職業紹介

・再就業コーディネーターの支援

・再就業看護職との交流会

・身近な施設での復職支援研修

・リスタートナース応援
（講義、演習、ｅラーニング、施設実習、
看護技術習得）

・看護職員修学支援【再掲】
（200床未満の医療機関で一定期間
就業した場合に返還免除）

・圏域における看護職確保検討会議

看 護 関 連情報の効果的発信 ＜ 共 通＞

修 学 支 援

学 生 支 援

・修学応援資金の創設

・看護地域枠奨学金の拡充

・看護学生の実習時の交通費支援

・大規模合同就職説明会の開催

・専門学校向け運営費補助金の拡充

・高校進路指導教員向け看護学校説明会

養 成 機 関支援

看 護 職 員向け

・中堅職員向け研修・交流会

働 き やすい勤務環境づくり

・看護ICT導入アドバイザー派遣

潜 在 看 護職向け 地 域 別 偏在の是正

・潜在看護職の届出システム登録促進
（登録促進キャンペーン）

・在籍型出向等の活用による雇用維持
（モデル圏域での試行）

・看護情報総合ポータルサイトの構築
・医療福祉拠点における看護学部開設

養 成 機 能強化

【実施中の主な施策】 501,653千円

【追加・拡充】 295,507千円

○ アンケート調査

・県内の看護系養成機関の学生向けアンケート

・県内の看護系専門学校への意向調査

・県内の医療機関への意向調査

・潜在看護師向けアンケート
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